
市町村財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [82,476円]
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実質公債費比率 [10.8%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）
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類似団体平均

大網白里町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
・財政力指数：
　法人町民税収入額が少ないため、類似団体平均を若干下回っている。大型事業所の誘致に努めるなどして町税全体額を
底上げし、類似団体と同程度の水準になるようにする。
・経常収支比率：
　類似団体平均を下回っているが、町税や地方交付税の減少、ここ数年の扶助費の増加などの影響で比率は徐々に
悪化してきている（16年度⇒17年度0.3ポイント増）。行財政改革を通じて人件費などの抑制に努め、現状の水準を
維持するよう努める。
・ラスパイレス指数：
　初任給の引き下げなどを行うことにより、指数自体は減少傾向にある（16年度⇒17年度0.3ポイント減）が、依然
として他類似団体と比較しても高い状況である。今後は職員給与等の見直しを進め、類似団体と同程度の比率を目
指す。
・実質公債費比率：
　類似団体平均を下回っているものの、大型事業に伴う起債の元金償還を控えており、この数値は今後上昇してい
くことが見込まれる。大型投資事業の適切な取捨選択を行い、比率の上昇を最小限に抑えていきたい。

・人口１人当たり地方債現在高 ：
　臨時財政対策債の発行による影響が大きいものの、社会体育施設建設事業などの大型事業の起債が償還満了となるまで
にまだかなりの年数を要することから、今後の地方債発行管理を適正に行っていく。
・人口1,000人当たり職員数：
　本町では、他の自治体では数少ない生活保護法に基づく救護施設（房総平和園）を有しているため、人口当たり職員数が増
加する傾向にあるが、今後、職員の削減は必須要件であるとの認識から、第２次職員適正化計画を策定し、平成16年度から
10年間をかけて職員数を10％削減することを目標に掲げている。
・人口１人当たり人件費・物件費等決算額：
　類似団体平均と比較して、人件費・物件費等の決算額が少なくなっている要因として、ゴミ処理業務や消防業務を一部事務
組合で行っていることが挙げられる。ただし、一部事務組合の人件費・物件費に充てる負担金や公営企業会計の人件費・物件
費に充てる繰出金などを含めると、これらの費用は大幅に増加するものと思われることから、職員数の削減、給与の適正化、
民間委託の推進など、総合的にこれら経費の削減に取り組んでいく必要があるものと認識している。


